
[6　女性の活躍について]

（1）　男女別部長相当職の人数

全体 【全体】

（人）

2017業種別

2017規模別

※平均値は男女各人数/2017年回答企業数
※数値は全回答（数値回答）の合計値

【実人数(人)】

調査票　問19

【1社平均人数】

男性(人)／女性（人）

477 

448 

60 

26 

2017

[209社]

2014

[211社]

94 

18 

10 

171 

32 

7 

145 

8 

3 

1 

11 

2 

35 

建設業

[44社]

製造業

[14社]

運輸・通信業

[4社]

卸・小売・飲食業

[52社]

金融・保険業

[5社]

不動産業

[4社]

その他

[86社]

205 

77 

72 

123 

42 

10 

7 

1 

30人未満

[132社]

30～49人

[31社]

50～99人

[27社]

100人以上

[19社]

男性 女性

前回調査と比べ、女性の部長相当職が実人数で2.3倍増、1社あたりの平均人数も0.2人増加している。

1社あたりの女性平均人数が多いのは、業種別で「不動産業」の0.5人となっている。

474

537 2.3/0.3 

2.1/0.1

102

21

2.1 /0.2 

32

1.8 /0.5 

1.3 /0.2 

11

182

6.4 /0.0 

2.5 /0.3 

3.3 /0.2 

9

180 1.7 /0.4 

247

79

87 2.5/0.3 

1.6/0.3 

2.7/0.3 

124 6.5/0.1
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[6　女性の活躍について]

（2）　男女別課長相当職の人数

全体 【全体】

（人）
　

2017業種別

2017規模別

※数値は全回答（数値回答）の合計値
※平均値は男女各人数/2017年回答企業数

調査票　問19

【1社平均人数】

男性（人）／女性（人）

【実人数(人)】

723 

769 

114 

74 

2017

[211社]

2014

[229社]

107 

46 

16 

293 

53 

8 

200 

10 

4 

1 

33 

18 

1 

47 

建設業

[34社]

製造業

[17社]

運輸・通信業

[7社]

卸・小売・飲食業

[57社]

金融・保険業

[6社]

不動産業

[3社]

その他

[87社]

200 

99 

124 

300 

42 

19 

17 

36 

30人未満

[129社]

30～49人

[32社]

50～99人

[24社]

100人以上

[26社]

男性 女性

前回調査と比べ、女性の課長相当職が実人数で1.5倍増、1社あたりの平均人数も0.2人増加している。

1社あたりの女性平均人数が多いのは、業種別で「金融・保険業」の3.0人となっている。

117

837 3.4/0.5 

843 3.4/0.3 

17

50

3.1/0.3 

2.7/0.2 

2.3/0.1 

326 5.1/0.6 

71 8.8/3.0 

9 2.7/0.3 

247 2.3/0.5 

242 1.6/0.3 

118 3.1/0.6 

141 5.2/0.7 

336 11.5/1.4
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[6　女性の活躍について]

(3)　男女別係長相当職の人数

全体 【全体】

（人）

2017業種別

 

2017規模別

 

※数値は全回答（数値回答）の合計値
※平均値は男女各人数/2017年回答企業数

調査票　問19

【実人数(人)】

男性（人）／女性（人）

【1社平均人数】

807 

690 

215 

185 

2017

[179社]

2014

[205社]

72 

37 

7

416 

46 

2 

167 

11 

13 

1 

64 

68 

2 

56 

建設業

[24社]

製造業

[14社]

運輸・通信業

[3社]

卸・小売・飲食業

[57社]

金融・保険業

[5社]

不動産業

[2社]

その他

[74社]

183 

55 

127 

382 

64 

15 

34 

102 

30人未満

[109社]

30～49人

[23社]

50～99人

[23社]

100人以上

[24社]

男性 女性

前回調査と比べ、女性の係長相当職が実人数で1.2倍増、1社あたりの平均人数も0.3人増加している。

1社あたりの女性平均人数が多いのは、業種別で「金融・保険業」の13.6人となっている。

1022 4.5 /1.2 

875 3.4 /0.9

83 

2.6/0.9  

3.0/0.5  

50 

8 2.3/0.3  

480 7.3/1.1 

114 9.2/13.6  

4 1.0/1.0 

223 2.3/0.8 

247 1.7/0.6 

70 2.4/0.7 

161 5.5/1.5 

484 15.9/4.3 
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[6　女性の活躍について]

(4)　女性活躍のために必要なこと（2017年調査新設、複数回答）

育
児
・
介
護
と
の

両
立
支
援
制
度

女
性
が
働
く
こ
と

へ
の
職
場
の
理
解

企
業
ト

ッ
プ
の

積
極
的
な
推
進

長
時
間
労
働
・

勤
務
時
間
の
配
慮

仕
事
の
適
正
評
価

や
り
が
い
の
あ
る

仕
事

ロ
ー

ル
モ
デ
ル

そ
の
他

無
回
答

全体

2017

2017業種別

建設業

製造業

運輸・通信業

卸・小売・飲食業

金融・保険業

不動産業

その他

2017規模別

30人未満

30～49人

50～99人

100人以上

※比率はアンケート回答事業所に占める割合
※「その他」の具体的内容は８を参照

調査票　問20

69.4%
58.3%

47.2%
33.3%

44.4%
25.0% 25.0%

0.0%
8.3%

69.2% 71.2%

44.2% 46.2% 50.0% 42.3%
23.1%

0.0% 1.9%

58.8%
47.8%

32.4% 33.8%
50.4%

31.3%
18.4%

1.1% 9.6%

66.7% 77.8%

44.4% 44.4% 44.4% 44.4% 44.4%

0.0% 0.0%

75.0%
56.3%

37.5%
28.1%

43.8% 37.5% 31.3%

0.0% 0.0%

64.8%
55.8%

35.2% 33.3%
49.1%

36.4%
23.0%

0.0% 7.9%

50.0%
60.0%

40.0%
30.0%

60.0%

40.0%
30.0%

10.0%
20.0%

57.0%
48.6%

38.3% 35.5%

55.1%

33.6%
15.9%

0.9% 7.5%

57.1% 60.7%

25.0% 25.0%

46.4%
28.6% 21.4%

3.6% 0.0%

65.0%

43.3% 36.7% 41.7% 40.0%

20.0% 16.7%
0.0%

10.0%

62.3%
52.4%

35.6% 34.9%
49.1%

32.6%
20.6%

0.8% 7.9%

78.6%

42.9%
28.6% 35.7% 42.9%

28.6% 21.4%

0.0%
14.3%

全体で見ると、「育児・介護との両立支援制度」「女性が働くことへの職場の理解」「仕事の適正評価」を

必要とする回答が多く見られる。 「100人以上の事業所」では、「育児・介護との両立支援制度」「ロール

モデル」を必要とする傾向が見られる。
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[6　女性の活躍について]

(5)　女性活躍推進法に基づく事業主行動計画の策定状況（2017年調査新設）

策
定
済＆

周
知
済

策
定
済＆

周
知
未

策
定
中

策
定
予
定

何
も
し
て
い
な
い

そ
の
他

無
回
答

全体

2017

2017業種別

建設業

製造業

運輸・通信業

卸・小売・飲食業

金融・保険業

不動産業

その他

2017規模別

30人未満

30～49人

50～99人

100人以上

※比率はアンケート回答事業所に占める割合
※「その他」の具体的内容は８を参照

調査票　問21

36.1%

0.0%
11.1% 11.1%

33.3%

0.0%
8.3%

25.0%

0.0% 5.8% 13.5%

46.2%

1.9% 7.7%

9.6%
1.8% 5.5% 11.0%

57.0%

1.5%
13.6%

33.3%

0.0% 0.0%

33.3%

11.1%
0.0%

22.2%

31.3%

0.0%
9.4%

31.3% 25.0%

0.0% 3.1%

16.4%
2.4% 6.1% 9.1%

54.5%

0.6%
10.9%

20.0%

0.0% 0.0%

20.0%
30.0%

10.0%
20.0%

16.8%
0.9% 7.5% 11.2%

49.5%

1.9%
12.1%

17.9%
0.0%

10.7% 14.3%

46.4%

3.6% 7.1%

6.7% 0.0% 5.0%
21.7%

51.7%

0.0%
15.0%

15.8%
1.3% 6.4% 13.0%

50.6%

1.3%
11.7%

21.4%

0.0% 7.1% 14.3%

57.1%

0.0% 0.0%

全体で見ると、「何もしていない」事業所の割合が5割となっている。 「30人未満の事業所」では「何もして

いない」事業所が57％あるが、「100人以上の事業所」では、「策定中」「策定予定」も含めると 72％の事

業所で策定済が見込まれる。
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[6　女性の活躍について]

(6)　ハラスメントの防止の周知

全体

2017業種別

2017規模別

※[　]内の数値は2017年調査アンケート回答事業所数

調査票　問22

70.0%

75.0%

78.6%

80.4%

77.8%

90.0%

80.6%

74.6%

82.7%

91.7%

93.8%

20.0%

25.0%

14.3%

13.1%

14.5%

18.8%

11.5%

2.8%

3.1%

10.0%

7.1%

6.5%

22.2%

10.0%

4.8%

6.6%

5.8%

5.6%

3.1%

建設業

[60社]

製造業

[28社]

運輸・通信業

[14社]

卸・小売・飲食業

[107社]

金融・保険業

[9社]

不動産業

[10社]

その他

[165社]

30人未満

[272社]

30～49人

[52社]

50～99人

[36社]

100人以上

[32社]

いる いない 無回答

78.6%

65.3%

15.0%

30.3%

6.4%

4.4%

2017

[393社]

2014

[409社]

前回調査と比べ、周知している事業所が13ポイント増加し、78.6％の実施率となった。業種別では、

「不動産業」が9割の実施率で最も高く、また、規模が大きくなるほど実施率が高くなる傾向が見られ

る。
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